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　■ 首相に対する評価と投票行動：
JESⅢ－Ⅳ調査のデータから　

平野浩（学習院大学法学部・教授）

　JES(Japanese E l ec t i on S tudy)調査プロジェクトでは、日本人の選挙行動の学術的研究を
1980年代から継続して実施している。
　今回は参議院選挙が間近に迫る中、首相に対する評価が国民の投票行動にどのような影響を及
ぼすのかについて、過去の調査分析結果の一端を紹介する。

1.はじめに
　かつて三宅一郎は1990年代に実施された選
挙世論調査のデータ分析から、首相を含め党首
の評価がその党の評価を引っ張ることは比較的
稀であり、むしろ党首は党首であることによっ
て高く評価されるとした(三宅, 1998)。しかし
今世紀に入り、党首に対する評価が投票行動に
明確な影響を与えているという実証的な分析結
果も示されるようになり(蒲島・今井, 2001)、
小泉内閣期以降においては、逆にどの政党にお
いても選挙の顔となり得ることが党首の条件と
なってきている。そこにはもちろん小泉元首相
という特異なパーソナリティの存在が大きく影
響していたことは言うまでもない。しかし、今
日において首相を始めとする党首への評価や感
情が有権者の投票行動に無視できない影響を与
えるようになった背景には、より深い構造的な
理由が横たわっている。すなわち、小選挙区制

の導入から何回かの選挙を経て、衆議院選挙が
政党の選択、政権の選択であることを政党も有
権者も実感として学んできたこと、また特に首
相に関しては、いわゆる執政中枢の強化が業績
評価の対象としての首相のセイリエンスを高め
たことが挙げられるであろう。本稿では、こう
した首相に対する評価がどのように形成され、
またそれがどのように投票行動に繋がっている
かを、2005年衆院選時と2009年衆院選時に実
施した調査のデータから探ってみたい。言うま
でもなく、2005年衆院選では小泉首相の下で自
民党が圧勝し、2009年衆院選では麻生首相の
下で自民党は大敗し政権交代が起こった。その
意味では、これらの選挙はいずれもやや特殊な
ケースということになろうが、逆に首相評価の
高低が選挙結果に与える影響を考える上では相
互に格好の比較対象とも言えよう。
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2.データ
　JES(Japanese E lec t ion S tudy)調査は日
本人の選挙行動調査として1980年代より継続
して行われている全国サンプル調査であり、同
種の調査としては日本を代表する調査と言って
よい。今回分析するデータのうち、2005年衆
院選前後調査データはJESⅢ第８～９波デー
タ、2009年衆院選前後調査データはJESⅣ第
２～３波調査データに当たる。JESⅢは、平成
13～ 17年度科学研究費特別推進研究「21世紀
初頭の投票行動の全国的・時系列的調査研究」
（研究代表者：池田謙一）の、またJESⅣは、平
成19 ～ 23年度科学研究費特別推進研究「変動
期における投票行動の全国的・時系列的調査研
究」（研究代表者：平野浩）の助成を得て行わ
れたもので（JESⅣは現在も進行中）、いずれも
中央調査社が実査を担当している。2005年調
査、2009年調査とも、全国の20歳以上の男女
を対象とする２波（選挙の前後）の面接調査で
あり、サンプル数／有効回収数は2005年事前
調査：2282/1517、同事後調査：1735/1511、
2009年事前調査：3000/1858、同事後調査：
2206/1684である。

3. 2005年と2009年の首相評価
　まず表１は、それぞれの選挙前における自民、
民主両党およびそれぞれの党首に対する評価で
ある。これらは所謂「感情温度尺度」（対象に対
する感情を最も否定的な場合を０、最も肯定的
な場合を100として回答するよう求める質問）に
よって測定されたもので、以下本稿ではこれを

首相評価の指標として用いることとする。
　まず民主党の代表に対する評価は２回の選挙
を通じてほぼ同じで、50を若干下回る値である。
さらに2005年における民主党への評価も同様の
値であるが、2009年における民主党評価は鳩山
代表への評価を上回り、50を超える値となって
いる。これに対して２回の選挙における首相評
価の値は大きく異なっている。すなわち、2005
年の小泉首相評価は55.8と表中で最も高い値を
示しているのに対し、2009年の麻生首相評価は
40.3と最も低い値である。そして2005年の自
民党評価も首相評価に引っ張られるように54.8
と高いのに対して、2009年の自民党評価はやは
り首相評価に引きずられる形で44.9まで低下し
ている。それでは、こうした首相評価はどのよ
うな要因によって形成されているのであろうか。

4.首相評価の形成要因
　表２は、首相評価を従属変数とする重回帰分
析の結果である。紙幅の関係で個々の変数に関
する詳細は省略せざるを得ないが、従属変数を
含めすべての変数はダミー変数あるいは０～１
に再スケールされた変数である。いずれの首相
に関しても、２つのモデルが設定されている。1
つは回答者の経済状況認識を独立変数とするも
の、もう１つは６つの争点に関する態度を独立
変数とするものである。いずれのモデルにおい
ても、回答者の属性と支持政党（自民党支持かそ
れ以外か）がコントロール変数として投入されて
いる。

2005年 2009年

自民党

民主党

小泉純一郎

岡田克也

54.8（22.9）

48.0（18.8）

55.8（24.4）

48.5（19.2）

自民党

民主党

麻生太郎

鳩山由紀夫

44.9（22.7）

52.6（20.3）

40.3（21.7）

48.4（20.3）

数字は平均値、（　）内は標準偏差

表1　自民、民主両党と党首に対する評価
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　まず経済状況認識の影響であるが、いずれの
首相への評価に対しても、景気の現状および将
来の展望に関する認識が有意な影響を与えてい
る。すなわち、現在の景気を肯定的に捉えてい
る者ほど、また今後の景気に関して楽観的な者
ほど首相を高く評価している。さらに麻生首相
への評価に関しては、過去１年間で景気が良く
なったと考える者ほど、また自分自身の将来の
暮らし向きについて楽観的な者ほど、これを高
く評価する傾向が見られる。いずれにしても、
経済状況に関する認識、特に自分の暮らし向き
というよりは国全体の景気に関する認識が、首
相に対する評価と密接な関わりを持っているこ
とが分かる。

　他方、政策争点に関する態度との関連も興味
深い。まず小泉首相への評価に対しては、６つ
の争点中５つの争点に関する態度が有意な影響
を与えており、その方向性は明確である。すな
わち、まず集団的自衛権を認めるべきであると
考え、改憲に積極的である者ほど小泉首相を高
く評価している。同時に景気対策よりも財政再
建を重視し、福祉のための増税を否定的に考え、
補助金よりも自由競争を求める者ほど小泉首相
への評価が高い。言い換えれば、憲法・安全保
障問題に関して（伝統的な言い方をすれば）「タ
カ派」的な意見を持ち、また経済・社会的な政策
次元に関してはネオリベラル的な意見を持つ者
ほど小泉首相を高く評価するという明確な関連

小泉首相（2005年） 麻生首相（2009年）

男性
30代
40代
50代
60代以上
居住15年以上
教育程度
一戸建
分譲マンション
年収400万未満
年収800万以上
大都市居住
町村居住
農林漁業
自営業
管理職

自民党支持

景気現状
景気過去
景気将来
暮し向き現状
暮し向き過去
暮し向き将来

財政再建より景気対策
集団的自衛権を認める
増税しても福祉を充実
自由競争より補助金
改憲すべき
消費税より保険料

-.01
-.02
 .00
-.07
-.09
 .03
-.11***
 .01
-.07***
-.04
-.00
-.01
 .03
 .01
 .01
-.01

 .28***

 .19***
 .03
 .19***
-.03
 .02
 .03

―
―
―
―
―
―

-.07**
-.03
-.03
-.08
-.06
 .07*
-.08**
-.05
-.12***
-.03
 .02
 .04
 .02
-.04
-.06*
-.01

 .32***

―
―
―
―
―
―

-.11***
 .22***
-.06**
-.08**
 .14***
 .02

-.03 
-.06 
-.10** 
-.10** 
-.10* 
-.01 
-.02 
 .02 
 .05* 
 .00 
-.01 
-.02 
 .02 
 .04* 
 .01 
-.02 

 .30*** 

 .15*** 
 .10*** 
 .08*** 
 .01 
 .02 
 .06** 

―
―
―
―
―
―

-.01 
-.06 
-.15*** 
-.14*** 
-.11* 
-.04 
 .02 
 .03 
 .02 
 .03 
 .00 
-.03 
 .02 
 .04 
-.04 
-.01 

 .32*** 

―
―
―
―
―
―

 .03 
 .13*** 
 .02 
 .08*** 
-.02 
-.01 

adj R2  .25***  .25***  .20***  .14***

数字は標準化偏回帰係数（OLS）．
* p<.10  ** p<.05  *** p<.01

表2　首相評価の形成要因
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が認められる。なお、残る１項目である「社会保
障の財源確保の方策として消費税率のアップか
保険料の値上げか」に関しては有意な効果が認め
られなかった。これは、この争点が上述の２つ
の政策次元のいずれにもきれいには乗らないも
のであること、また相対的に「難しい」争点であ
ることによるものであろう。2009年データの分
析によれば、50代と高所得層が消費税率アップ
に賛成（＝保険料値上げに反対）という傾向が見
られる。
　これに対して、麻生首相への評価と争点態度
との関連はより曖昧なものである。まず憲法・
安全保障に関連した争点では、集団的自衛権の
問題に関してのみ（小泉首相評価におけるのと同
じ方向での）有意な影響が見られるが、改憲問題
に関しては効果が見られない。さらに興味深い
のは経済・社会的政策次元に関してである。こ
こでも有意な効果が認められるのは「自由競争か
補助金か」の問題だけであるが、その影響の方向
は小泉首相に対する評価の場合とは逆になって
いる。すなわち、自由競争よりも補助金を求め
る者ほど麻生首相を高く評価している。この結
果は、この間における経済状況の悪化や、それ
に対する麻生内閣の政策的対応を反映している
と同時に、小泉内閣の後継内閣が、小泉内閣の
政策的な姿勢（特に経済・社会的政策次元にお
けるネオリベラル的姿勢）を必ずしも継承せず、
結果として自民党政権が混乱に陥った経緯を映
し出すものとしても極めて興味深い。
　なお、回答者の属性の効果に関しては、小泉
首相への評価に対しては年齢の効果が見られず
（言い換えれば、どの年齢層からも同じような評
価を受けている）、その一方で教育程度の有意な
効果が見られる（教育程度が高い者ほど小泉首相
への評価が低い）のに対し、麻生首相への評価に
対しては年齢の効果は見られるが（40代、50代
の評価が特に低い）、教育程度の効果は見られな
い、といった点が目を引く。また、表には示さ
なかったが、個別の領域に関する内閣業績評価

も首相への評価に当然影響を与えている。これ
に関しては、2005年調査での小泉内閣に関する
質問項目と2009年調査での麻生内閣に関する
質問項目とが必ずしも一致していないので直接
的な比較はできないが、それぞれの首相に対す
る評価に最も大きな影響を与えていたのは、小
泉首相に関しては「財政構造改革」、麻生首相に
関しては「政治的指導力」であった。

5.首相評価が投票行動に及ぼす影響
　それでは、こうした首相評価は実際の投票行
動にどのような影響を及ぼしているのであろう
か。表３は、２つの選挙での小選挙区と比例代
表のそれぞれにおいて、自民党（候補）に投票
したかしないかを従属変数として行ったロジス
ティック回帰分析の結果である。独立変数には
首相評価のほか、上述の重回帰分析と同様な回
答者の属性と支持政党がコントロール変数とし
て加えられている。なお小選挙区に関しては、
回答者の選挙区に自民党が候補を擁立している
場合のみを分析対象とした。
　この結果をみると、いずれの選挙においても、
小選挙区と比例代表を通じて、首相に対する評
価は投票行動に明確な影響を及ぼしている。す
なわち、自民党に対する支持をコントロールし
てもなお、小泉首相あるいは麻生首相を高く評
価する者ほど自民党（候補）に投票する確率が高
くなる。ただし、こうした効果の大きさは一様
ではない。すなわち、まず2005年における小泉
首相評価の影響力は、2009年における麻生首相
評価の影響力よりも大きい。また2005年に関し
ては、小選挙区での投票に対する効果の方が比
例代表での投票に対する効果よりも大きい（2009
年においては同様な差は認められない）。このう
ち後者の点については一見直観に反するように
も思われる。すなわち、常識的には個々の候補
者に対して票を投ずる小選挙区よりも、政党に
対して票を投ずる比例代表において党首評価の
効果はより大きく現れると予想されるからであ
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る。しかし、2005年衆院選では自民党が「造反」
候補の選挙区に「刺客」候補を送り込み、これが
マスメディアを通じて大きく報道され有権者の
関心を高めたことを考えると、相当数の有権者
にとって小泉首相個人に対する評価が小選挙区
での投票においてこそ重要な意味を持ったとし
ても不思議ではない。首相への評価が投票行動
に及ぼす影響の大小は、単にそれぞれの首相の
パーソナリティだけではなく、個々の選挙が置
かれたコンテクストにも大きく影響されること
を示唆する結果と言えるであろう。

6.おわりに
　以上、本稿では2005年および2009年の衆院
選時に実施した全国面接調査のデータに基づき、
首相に対する評価は有権者の投票行動にどのよ
うに繋がっているのか、またそれらの評価はど
のような要因によって形成されているのかにつ
いての分析を行った。その結果は、今日におい

て首相に対する評価は投票行動に対して無視し
えない影響を及ぼしていること、またそれは経
済状況の認識、重要な政策争点に対する態度、
内閣の業績に関する評価など様々な要因によっ
て形成されていることを示すものであった。二
大政党間での政権交代が現実のものとなった現
在、首相を含め党首に対する評価が投票行動に
対して持つ意味は強まりこそすれ、当面弱まる
ことはないであろう。来月に実施が予定されて
いる参議院選挙においても、この要因がどのよ
うな役割を果たすのかが注目される。

参考文献
● 蒲島郁夫・今井亮佑 2001 「2000年総選挙：
　党首評価と投票行動」『選挙研究』16, 5-17.
● 三宅一郎 1998 『政党支持の構造』木鐸社.

小泉首相（2005年） 麻生首相（2009年）

小選挙区 比例代表 小選挙区 比例代表

男性
30代
40代
50代
60代以上
居住15年以上
教育程度
一戸建
分譲マンション
年収400万未満
年収800万以上
大都市居住
町村居住
農林漁業
自営業
管理職

自民党支持

首相評価
(Constant)

-0.14
-0.09
-0.24
-0.57
-0.01
 0.07
-0.14
-0.34
-0.70
 0.13
 0.66***
 0.26
 0.37*
 0.48
 0.21
 0.35

 1.68***

 4.63***
-3.02***

 0.05
-0.14
-0.71*
-0.56
-0.33
 0.19
 0.12
 0.11
 0.03
 0.06
 0.30
 0.36*
 0.23
 0.13
-0.01
 0.00

 2.02***

 3.86***
-3.61***

-0.29**
-0.58
-0.13
-0.42
-0.21
-0.13
-0.24
 0.05
 0.42
 0.02
-0.36*
-0.04
 0.15
 0.34
-0.03
 0.95***

 1.77***

 2.80***
-2.10*** 

-0.10
-0.13
-0.30
-0.05
 0.15
 0.03
-0.25
 0.12
-0.33
-0.25
-0.27
 0.15
 0.07
 0.79**
-0.31*
 0.64*

 2.26***

 2.71***
-3.27***

  Nagelkerke R2   .47***   .46***   .34***   .40***

数字はロジスティック回帰係数．
* p<.10  ** p<.05  *** p<.01

表3　首相評価が自民党への投票に与える影響
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1.サッカーのワールドカップへの関心度
―「関心がある（計）」が41.2％

　６月11日から開催されるF I FAワールドカッ
プ南アフリカ大会について、どのくらい関心が
あるか質問したところ、最も多かった回答が
「まったく関心がない」32.8％で、「あまり関心
がない」21.7％とあわせた「関心がない（計）」が
54.4％と、「関心がある（計）」41.2％（「ある程度
関心がある」30.8％と「非常に関心がある」10.4％
の合計）を上回った。
　特に女性で「関心がない（計）」の割合が61.6％
と高い一方で、男性では「関心がある（計）」が「関
心がない（計）」よりも多かった（「ある」51.3％、「な
い」46.3％）。女性よりも男性で関心度が高い傾

向は各年代共通であり、20歳代、30歳代、40
歳代の男性で特に高く、「関心がある（計）」が６
割を超えている（図1）。

2.ワールドカップの観戦意向
　続いて、ワールドカップ大会の試合をどのよ
うにみる予定か聞いたところ、「時間があればテ
レビで試合を見るつもりだ」という回答がもっと
も多く29.4％であり、「日本の試合はテレビで全
試合を見るつもりだ」14.8％を上回った。また、
「ニュースや新聞などで試合の結果がわかればよ
い」との回答も14.8％であった。
　なお、性別にみると、日本が直接対戦する試
合か否かを問わず『～テレビで試合を見るつもり

　■サッカー・ワールドカップに関する全国意識調査

　中央調査社では、サッカー・ワールドカップに関する全国意識調査を４月２日から12日までの
11日間、20歳以上の男女を対象に面接聴取法で行った（有効回収数1,315人）。サッカーのワール
ドカップ南アフリカ大会に対する人々の関心度や観戦意向、トーナメントの予想順位について紹介
していきたい。
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だ』と答えた人の割合は男性の方が高く、ワール
ドカップへの関心度にくわえて観戦意向も男性
の方が強いことが明らかになった（図2）。

3.日本の予想順位
　そして、「日本はどのくらい活躍すると思いま
すか。日本の順位を予想してください。」と質問
したところ、「わからない」回答が最多で35.5％、
「予選リーグまで」が26.2％、「ベスト16（決勝トー
ナメント進出）」が16.3％、「ベスト８（準々決勝
進出）」が11.3％であった。
　ワールドカップに関心があると答えた層に
限って予想をみてみると、「ベスト16（決勝トー
ナメント進出）」と答えた人が26.4％、「ベスト８
（準々決勝進出）」と答えた人が14.4％など、決勝
トーナメントへ日本代表が進出するという予想
が半数を超えており、サッカーファンの日本代
表に対する期待の高さが伺える（図3）。

4.優勝国（チーム）予想
　最後に、「優勝するのはどの国（チーム）だと
思いますか。」と質問したところ、ブラジルが
24.6％と圧倒的に多かった。その他の強豪チー
ムについては、スペインが4.8％、イタリアが
4.3％、アルゼンチンが3.6％など、いずれも５パー
セント以下であり、ブラジルに優勝予想が集中
している。
　ワールドカップに関心がある層に限ってみて

も、ブラジル人気の高さは同じで、34.3％と３
人に１人が、ブラジルが優勝すると予想してい
る。一方、１割弱（9.6％）は、UEFA欧州選手権
2008年大会優勝チームのスペインを挙げている
（図4）。

5.まとめ
　以上、「サッカー・ワールドカップに関する全
国意識調査」の結果を紹介した。日本代表が初出
場を果たした1998年フランス大会、日本代表が
決勝トーナメントで戦った日韓共同開催の2002
年大会、そして2006年ドイツ大会に続き、日本
代表チームがワールドカップに出場するのは今
年で４回目となる。今回の調査結果からは、大
会への関心が国民の間で大きな高まりを見せて
いるとは残念ながら言えなかったが、南アフリ
カ大会が始まって、日本代表やその他各国の代
表チームが素晴らしい試合をみせてくれる中で、
ワールドカップに対する人々の注目度が変化し
ていくことを期待したい。

  （調査部　岩田香奈江）
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5月の時事世論調査
　5月の時事世論調査の結果が
まとまった。鳩山内閣の支持率
は前月より4.6ポイント下落し、
19.1％と09年9月の内閣発足以
来初めて２割を切った。不支持
率は前月から7.6ポイント増えて
64.1％となった。沖縄県の米軍普
天間飛行場の移設問題について5
月末までの決着が事実上不可能
な情勢に追い込まれた政府の迷
走が影響したものとみられる。
　調査は全国20歳以上の男女
2,000人を対象に、個別面接聴
取法で5月7日から10日に実施。
有効回収（率）は1,375（68.8％）
だった。

　この時期の動きを見ると、国
内では、総務省が発表した09年
10月１日現在の人口推計による
と、日本の総人口は前年比18万
3千人減の１億2751万人となり、
２年連続で減少した。５年連続の
自然減少となった男性に続き、女
性もマイナスに転じた（4月16日）。
　山田宏東京都杉並区長と中田
宏前横浜市長らは、首長や首長
経験者を中心に「日本創新党」の
結成を発表した。党首は山田氏、
代表幹事には中田氏がそれぞれ
就任した（同18日）。
　財務省が発表した09年度の貿
易統計（速報）によると、輸出額
から輸入額を差し引いた貿易収
支は５兆2332億円の黒字となっ
た。世界的な景気悪化の影響で
28年ぶりの貿易赤字だった08年
度から一転して２年ぶりに黒字
を回復した。また、輸出額は79
年以降初めて中国が米国を上回
り、最大の貿易相手国となった
（同22日）。

　国外では、4月20日に米南部
ルイジアナ州沖約80キロのメキ
シコ湾上にある石油掘削施設が
爆発炎上し、掘削施設が水没し
た事故で、海底約1.5キロの油田
から原油が流出した。沿岸の各
州知事は非常事態を宣言した（4
月30日）。
　246の国と国際機関が参加す
る史上最大規模の国際博覧会、
上海万博が開幕した。国家の威
信をかけ、10月末までの会期中、
史上最多の７千万人の入場を目
指した一大行事がスタートした
（5月1日）。

　政党支持率は、自民党が微減
のほかは横ばいとなり、民主、
自民両党の差は3.8ポイントに拡
大した。新しく結成されたたち
あがれ日本は0.7％、日本創新党
は0.1％だった。支持政党なしは
57.7％と変わりはない。

　国民の景気感は、「良くなった」
が6.7％で先月比0.7ポイント減。
「悪くなった」は2.0ポイント増の
33.5％。この結果、時事世論景
気指数は104.5となり、先月より
やや悪化した。

　昨年の今頃と比べて暮らし向
きは、「楽になった」は先月より
0.7ポイント増えて2.9％、「苦し
くなった」も0.8ポイント増えて
36.3％となった。

　自民党を離党した舛添要一前
厚生労働相ら参院議員６人によ
る「新党改革」が旗揚げした。舛
添氏は代表に就任。新党は既存
の改革クラブに舛添氏らが入党
し、党名を変更する形で結成し
た（同23日）。
　宮崎県で家畜伝染病「口蹄疫」
に感染した疑いのある牛が相次
いで見つかった問題で、農林水
産省は、最初に確認された同県
都農町の牛が口蹄疫に感染して
いたと確定した。国内では00年
以来、10年ぶりの感染確認とな
る（同23日）。
　殺人など最高刑が死刑の罪は
時効を廃止し、人命を奪うその
他の罪の時効は一部を除き期間
を２倍に延長する。施行時に時
効が未成立の事件にも適用する
ことを柱とする改正刑事訴訟法
が成立し、即日公布、施行され
た（同27日）。
　総務省が発表した09年度の全
国消費者物価指数（05年＝100
生鮮食品を除く）は、100.0と前
年度比1.6％下落した。５年ぶり
のマイナスで、下落率は71年度
以降で最大となった。また、10
年3月の総合指数は99.5と前年
同月比1.2％下落し、13 ヵ月連
続のマイナスとなり、デフレは
長期化している（同30日）。
　厚生労働省が発表した09年度
平均の有効求人倍率は前年度よ
り0.32ポイント低い0.45倍で、
３年連続で低下し過去最悪を記
録した。ただ、３月（季節調整値）
は前月より0.02ポイント上回る
0.49倍で、3ヵ月連続で改善し
ている。一方、総務省が発表し
た09年度平均の完全失業率は、
前年度より1.1ポイント悪化して
5.2％となり、２年連続で上昇し
た。悪化幅は過去最大で、02年
度の5.4％に次ぐ高さ。また、３
月（同）も前月より0.1ポイント悪
化して5.0％となり、４ヵ月ぶり
に上がった（同30日）。
　95年12月のナトリウム漏れ事
故から停止中の高速増殖原型炉
「もんじゅ」が、14年５ヵ月ぶり
に運転を再開した（5月6日）。

◇  告　知　板
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